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業務概要
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◆レコード演奏・伝達権や私的領域におけるデジタル方式の録音録画に関わる現状と動向
【レコード演奏・伝達権】

店舗やレストラン等が公の場で商業用レコード（音楽 CD やインターネット配信音源等）を利用しているが、日本
では現在、実演家及びレコード製作者に報酬請求権（いわゆるレコード演奏・伝達権）は付与されていない。

【私的領域におけるデジタル方式の録音録画】
複製を伴い得る聴取や視聴方法に関しては、ユーザーがコンテンツを複製する手段について、録音や録画の専用機
器だけでなく、パソコンやスマートフォン、オンラインストレージサービス等が活用されるなど多様化・汎用化し
ている。

◆業務目的
こうした現状と動向を踏まえ、本業務では、今後の著作権関係施策検討の参考に資する知見の抽出を目的とし、レ
コード演奏・伝達権や私的領域におけるデジタル方式の録音録画に関するアンケート調査を立案・実施する。

調査フロー

アンケート調査、及びヒアリング調査の設計 アンケート調査、及びヒアリング調査の実施
アンケート調査、及びヒアリング調査

結果を踏まえた知見の抽出

1. レコード演奏・伝達権に関するアンケート調査、及びヒアリング調査

アンケート調査の設計 アンケート調査の実施 アンケート調査結果を踏まえた知見の抽出

2. 私的領域におけるデジタル方式の録音録画に関するアンケート調査

3. 報告書の作成



報告書の構成
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序章 業務概要
0ー1 業務目的
0ー2 調査フロー
0ー3 調査概要

第1章 レコード演奏・伝達権に関するアンケート調査、及びヒアリング調査
1－1 一般国民向けのアンケート調査
1－1－1 アンケート調査概要・調査結果
1－1－2 アンケート調査の結果を踏まえた知見の抽出

1－2 音楽の権利者へのアンケート調査
1－2－1 アンケート調査概要・調査結果
1－2－2 アンケート調査結果から抽出された知見のまとめ

1－3 アンケート調査結果に基づく分析
1－3－1 一般国民と音楽の権利者のアンケート調査結果に対する比較分析
1－3－2 音楽の権利者の属性ごとの比較分析
1－3－3 一般国民における、著作権に対する知識の程度、及び重要性の認識と、

レコード演奏・伝達権に対する認識等との相関性の分析
1－3－4 音楽の権利者のBGM使用の対価の範囲認識ごとの比較分析

1－4 BGMサービス提供事業者ヒアリング調査
1－4－1 ヒアリング調査票・調査結果

1－5 店舗でのBGM利用に関する有識者ヒアリング調査
1－5－1 ヒアリング調査票・調査結果

第2章 私的領域におけるデジタル方式の録音録画に関するアンケート調査
2－1 一般国民向けアンケート調査
2－1－1 アンケート調査概要・調査結果
2－1－2 一般国民向けアンケート調査結果から抽出された知見

2－2 音楽の権利者へのアンケート調査
2－2－1 アンケート調査概要・調査結果
2－2－2 音楽の権利者へのアンケート調査結果から抽出された知見

2－3 映像の権利者へのアンケート調査
2－3－1 アンケート調査概要・調査結果
2－3－2 映像の権利者へのアンケート調査結果から抽出された知見

2－4 アンケート調査結果に基づく分析
2－4－1 一般国民と音楽、または映像の権利者のアンケート調査結果に対する比較分析
2－4－2 一般国民における、著作権に対する知識の程度、及び重要性の認識と、

私的録音録画行為に対する認識等との相関性に対する分析
2－4－3 一般国民における録音や楽曲コピー、及びテレビ番組の録画に用いた機器や、それらの保存に用いた記録媒体の使用状況と、

補償の必要性との相関性
2－4－4 一般国民における音楽聴取方法、及び動画視聴方法と補償の必要性との相関性
2－4－5 一般国民におけるテレビ番組の録画に関連する行為と補償の必要性との相関性

附録 アンケート調査結果のバックデータ



調査概要

3

（１）一般国民向けアンケート調査
◆一般国民を対象に、著作権に関する意識や店舗等における音楽のBGMとしての利用に対する意見、レコード演奏・伝達権に関する対価
に関する意識、録音（複製）機能を持った機器や記録媒体等の使用状況や私的録音録画に関係する意識等を収集するためアンケート調
査を実施した。

◆調査方法：インターネット調査会社を通じたWEBアンケート調査
◆調査期間：2023年12月1日（金）～12月5日（火）
◆回答者数：1,600人（15～29歳 400人、30～44歳 400人、45～59歳 400人、60～74歳 400人(男女各200人))
◆設問数：全37問

（２）音楽の権利者へのアンケート調査
◆音楽の権利者（作詞・作曲家、実演家等）を対象に、レコード演奏・伝達権や私的録音に関係する意識等を収集するためアンケート調
査を実施した。

◆調査方法：Webフォームによるアンケート調査
下記の団体に情報共有し、調査への協力を依頼
①一般社団法人日本音楽作家団体協議会（FCA）、②一般社団法人日本音楽著作権協会（JASRAC）、③一般社団法人MPN

◆調査期間：2023年12月7日（木）～12月22日（金）
◆回答者数：919人
◆設問数：全8問

（３）映像の権利者へのアンケート調査
◆映像の権利者（脚本家、俳優、声優等）を対象に、私的録画に関係する意識等を収集するためアンケート調査を実施した。
◆調査方法：Webフォームによるアンケート調査

下記の団体に情報共有し、調査への協力を依頼
①日本脚本家連盟、②映像実演権利者合同機構（PRE）

◆調査期間：2023年12月5日（火）～12月21日（木）
◆回答者数：181人
◆設問数：全4問

（４）BGM配信事業者・有識者へのヒアリング調査
◆大手BGM配信事業者(数社、社名非公開)や業界団体等有識者に対して、店舗BGMサービスの提供状況や、店舗等で他人の楽曲をBGMとし
て利用することに対する今後の対価還元のあり方への意見等を収集するためヒアリング調査を実施した。



著作権に対する一般的な知識の程度と重要性の認識
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一般国民における著作権に対する意識 

◆著作権に対する知識の程度について、「なんとなく知っている」（70.3%）と答えた人が最も多かった。

■詳しく知っている
■なんとなく知っている
■「著作権」という言葉のみ知っている
■全く知らない

◆著作権に対する重要性の認識について、「とても重要だと思う」（56.8%）と答えた人が最も多かった。

9.8%

70.3%

17.3%

2.7%

(n=1,600)

①著作権に対する一般的な知識の程度

②著作権に対する一般的な重要性の認識

■とても重要だと思う
■やや重要だと思う
■どちらともいえない
■あまり重要ではないと思う
■全く重要ではないと思う

56.8%
33.4%

7.6%
1.2% 1.0%

(n=1,600)



一般国民にとってBGMが流れていてほしい店舗・施設等
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店舗等における音楽のBGMとしての利用に対する一般的な意見

◆BGMが流れていてほしい店舗・施設等について、小売業（百貨店、スーパー、ドラッグストア、ホームセンター、ア
パレル店など）（55.3%）や飲食店（51.0%）と答えた人が多かった。

55.3%

51.0%

21.7%

42.0%

28.8%

20.9%

29.9%

12.6%

0.8%

16.6%

小売業
（百貨店、スーパー、ドラッグストア、
ホームセンター、アパレル店など）

飲食店

ホテル等宿泊業

理髪店・美容院

スポーツジム・スポーツクラブ

遊技場（パチンコ店、ゲームセンターなど）

イベント会場（展示会やスポーツの試合など）

交通機関（列車、バス、航空機、船舶など）

その他

店舗・施設等でBGMは流れてほしくない
合計（n=1,600）

複数選択可能

小売業
（百貨店、スーパー、ドラッグストア、

ホームセンター、アパレル店など）

飲食店

「その他」と答えた人の回答内容（12人）
病院、クリニック（5人）、市町村や国の機関（1人）、雰囲気による（1人）、
どちらでもよい等（5人）



レコード演奏・伝達権についての一般的な認識と範囲拡大の意向（１）
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レコード演奏・伝達権 ① [一般国民] 

◆店舗等においてBGMとして音楽を利用することに対する対価を求める権利について、「実演家とレコード製作者には
BGM使用の対価を求める権利が与えられていると思っていた」（51.0%）と答えた人が最も多かった。

■実演家とレコード製作者には、BGM使用の対価を求める権利が与えられていないことを知っていた
■実演家にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていないが、レコード製作者にはBGM使用の対価を求め
る権利が与えられていると思っていた

■レコード製作者にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていないが、実演家にはBGM使用の対価を求め
る権利が与えられていると思っていた

■実演家とレコード製作者にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていると思っていた

◆店舗等においてBGMとして音楽を利用することに対する対価を求める権利の範囲拡大への意向について、「実演家と
レコード製作者を加える方が望ましい」（62.4%）と答えた人が多かった。

◆店舗等でのBGM使用の対価の範囲拡大に伴うBGM使用料が値上がりすることによって、店舗等において価格転嫁が行
われる可能性があることも考慮した場合の権利の範囲拡大への意向について、「価格等への転嫁が行われたとして
も、実演家とレコード製作者を加える方が望ましい」（48.3%）と「価格等への転嫁が行われるのなら、新しく何か
を加えるのは望ましくない」（51.8%）という回答となり、拮抗している。

19.0%

12.0%

18.0%

51.0%

(n=1,600)

62.4%

37.6%

(n=1,600)

48.3%
51.8%

(n=1,600)

①BGM使用の対価の範囲の認識

②BGM使用の対価の範囲拡大への意向

■実演家とレコード製作者を
加える方が望ましい

■新しく何かを加えるのは望
ましくない

■価格等への転嫁が行われた
としても、実演家とレコー
ド製作者を加える方が望ま
しい

■価格等への転嫁が行われる
のなら、新しく何かを加え
るのは望ましくない

価格転嫁
条件あり



レコード演奏・伝達権についての一般的な認識と範囲拡大の意向（２）
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レコード演奏・伝達権 ① [一般国民] 

◆一般的な著作権に対する重要性の認識別に、店舗等での価格転嫁の可能性も考慮した、 BGM使用の対価を求める権
利の範囲拡大の意向を比較すると、「（著作権を）とても・やや重要だと思う」と回答した場合、「実演家とレ
コード製作者を加える方が望ましい」と答えた割合が増加している。

（著作権は）
とても重要だと思う

（n=909）

（著作権は）
全く重要ではないと
思う （n=16）

（著作権は）
やや重要だと思う

（n=535）

（著作権は）
あまり重要ではない
と思う （n=19）

どちらともいえない
（n=121）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

69.6%

30.4%

59.4%

40.6%
35.5%

64.5%

15.8%

84.2%

6.3%

93.8%

BGM使用の対価を求める
権利の範囲拡大への意向

■実演家とレコード製作者
を加える方が望ましい

■新しく何かを加えるのは
望ましくない

BGM使用の対価を求める
権利の範囲拡大への意向
〈価格転嫁の条件あり〉

■価格等への転嫁が行われ
たとしても、実演家とレ
コード製作者を加える方
が望ましい

■価格等への転嫁が行われ
るのなら、新しく何かを
加えるのは望ましくない

53.9%

46.1%

45.6%

54.4%

27.3%

72.7%

10.5%

89.5%

18.8%

81.3%

著作権に対する重要性の認識



レコード演奏・伝達権についての権利者の認識と範囲拡大の意向（１）

レコード演奏・伝達権 ② [権利者] 

31.3%

17.5%
12.8%

38.3%

(n=919)
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■実演家とレコード製作者には、BGM使用の対価を求める権利が与えられていないことを知っていた
■実演家にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていないが、レコード製作者にはBGM使用の対価
を求める権利が与えられていると思っていた

■レコード製作者にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていないが、実演家にはBGM使用の対価
を求める権利が与えられていると思っていた

■実演家とレコード製作者にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていると思っていた

◆音楽の権利者のレコード演奏・伝達権の範囲への認識について、本アンケート調査の回答者（919人）の中では「実
演家とレコード製作者にはBGM使用の対価を求める権利が与えられていると思っていた」（38.3%）が最も多く、
「実演家とレコード製作者には、BGM使用の対価を求める権利が与えられていないことを知っていた」（31.3%）よ
りも多かった。

2.7%

7.8%

0.2% 0.8%

86.3%

0.9%1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（n=919）

「音楽の権利者へのアンケート調査」に協力いただいた回答者について

「その他」の回答内容（複数回答あり）

エンジニア、プログラマー、
音楽プロデューサー、レコード製作者 等

回答者数：919人
・作詞・作曲家等の権利者：106人(11.5%）

■作詞・作曲家等 ■作詞・作曲家等＋実演家 ■作詞・作曲家等＋その他
■作詞・作曲家等＋実演家＋その他

・作詞・作曲家等ではない権利者：813人(88.5%)
■実演家 ■実演家＋その他 ■その他



レコード演奏・伝達権についての権利者の認識と範囲拡大の意向（２）

レコード演奏・伝達権 ② [権利者] 
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◆音楽の権利者のレコード演奏・伝達権の範囲拡大への意向について、本アンケート調査の回答者（919人）の中では
「実演家とレコード製作者を加える方が望ましい」（89.2%）の方が多く、権利の範囲拡大に伴うBGM使用料の値上
がりによる価格転嫁の条件が加えられた場合でも「価格等への転嫁が行われたとしても、実演家とレコード製作者
を加える方が望ましい」（78.2%）の方が多かった。

89.2%

10.8%

(n=919)
78.2%

21.8%

(n=919)

■実演家とレコード製作者を加
える方が望ましい

■新しく何かを加えるのは望ま
しくない

■価格等への転嫁が行われたと
しても、実演家とレコード製
作者を加える方が望ましい

■価格等への転嫁が行われるの
なら、新しく何かを加えるの
は望ましくない

価格転嫁
条件あり

価格転嫁
条件あり

73.6%

26.4%

63.2%

36.8%

◆BGM使用の対価を求める権利の有無と範囲拡大の意向との相関性に関して、権利の有無に関わらず範囲拡大への意向
は一般的な意向よりも高いが、作詞・作曲家等ではない権利者の方が範囲拡大の意向を示す割合が高かった。

本アンケート調査の回答者（n=919） 作詞・作曲家等の権利者 (n=106)：既にBGM使用の対価を求める権利が与えられている

91.3%

8.7%

80.2%

19.8%

価格転嫁
条件あり

作詞・作曲家等ではない権利者 (n=813)：まだBGM使用の対価を求める権利が与えられていない

■実演家とレコード製作者
を加える方が望ましい

■新しく何かを加えるのは
望ましくない

■実演家とレコード製作者
を加える方が望ましい

■新しく何かを加えるのは
望ましくない

■価格等への転嫁が行われ
たとしても、実演家とレ
コード製作者を加える方
が望ましい

■価格等への転嫁が行われ
るのなら、新しく何かを
加えるのは望ましくない

■価格等への転嫁が行われ
たとしても、実演家とレ
コード製作者を加える方
が望ましい

■価格等への転嫁が行われ
るのなら、新しく何かを
加えるのは望ましくない



レコード演奏・伝達権についてのBGM配信事業者や有識者へのヒアリング

レコード演奏・伝達権 ③ [BGM配信事業者] 
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◆レコード演奏・伝達権の認識と範囲拡大への意向について、BGM配信事業者や有識者を中心にヒアリング調査を行った。実演
家やレコード製作者にも対価還元を促進することに関して肯定的であったものの、実演家やレコード製作者のレコード演
奏・伝達権の導入のあり方に対しては慎重な姿勢であった。

◆今後、権利導入の議論に際しては、権利者に還元されるだけでなく、BGMの利用者に対するメリットがあることも併せて検討
の必要性も明らかになった。

◆特に「レコード会社や実演家のレコード演奏・伝達権に対する認識」と「権利が範囲拡大した場合のサービス料金への価格
転嫁の可能性や影響」の２点について、ヒアリング内容から抜き出した。

【レコード会社や実演家のレコード演奏・伝達権に対する認識】

【権利が範囲拡大した場合のサービス料金への価格転嫁の可能性や影響】

BGM利用の契約を通して、レコード会社と実演家にも既に対価を支払っていると認識していた。

現在のBGM利用の交渉に関して、レコード協会が複数のレコード会社を取りまとめて大手のBGM配信事業者と交渉する形
をとっている(※)。この形では、小さいBGM配信事業者は交渉のテーブルに乗れず、使用料だけが上がり、不公平感が
感じられるのではないか。
※著作権法上、放送又は有線放送と整理される利用については、日本レコード協会は、文化庁長官から指定を受けて商業用レコードに係る二
次使用料を受ける団体として当該利用について使用料を徴収している。

BGM配信事業者として、使用料が増えるからといってサービス料金への価格転嫁は難しい。

サービス料金への価格転嫁をすると店舗・施設等でBGM利用をやめる、又は私的利用を想定されている音楽配信サービ
スの違法利用が増えるのではないかという懸念がある。こうした違法利用をどう取り締まるのかという議論もセットで
議論を行うべきではないか。



一般国民における録音機器の使用状況
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一般国民における録音行為・録画行為や音楽聴取・動画視聴の実態 ①

◆一般国民において、過去1年以内で録音や楽曲コピーに
用いた機器の使用状況について、音楽専用の機器（CDレ
コーダー、ハードディスクオーディオレコーダー、ポー
タブルオーディオプレイヤー等）と多機能機器（スマー
トフォン端末、タブレット端末、PC等）の両方を使用し
たと答えた人が311人（19.4%）で、音楽専用の機器のみ
を使用したと答えた人が129人（8.1%）で、多機能機器
のみを使用したと答えた人が67人（4.2%）で、録音や楽
曲コピーを行っていないと答えた人が1,093人（68.3%）
いた。

①録音や楽曲コピーに用いる機器の使用状況

◆一般国民において、過去1年以内で録音や楽曲コピーの
保存に用いた記録媒体の使用状況について、オーディオ
用CD-R/CD-RW等（その他、MD等）と外付けHDD/SDD等
（その他、USBメモリ、SDメモリーカード、機器内蔵メ
モリ、オンラインストレージ等）の両方を使用したと答
えた人が177人（11.1%）で、オーディオ用CD-R/CD-RW等
のみを使用したと答えた人が64人（4.0%）で、外付け
HDD/SDD等のみを使用したと答えた人が73人（4.6%）で、
録音や楽曲コピーの保存を行っていないと答えた人が
1,286人（80.4%）いた。

②録音や楽曲コピーの保存に用いる記録媒体の使用状況

音楽専用の
機器を使用

多機能機器
を使用

129 311 67
録音や楽曲コピー
を行っていない

1,093人

オーディオ用
CD-R/CD-RW等
を使用

外付けHDD/SDD等
を使用

17764 73
録音や楽曲コピー
の保存を行っていない

1,286人

全体（n=1,600）

全体（n=1,600）



一般国民における録画機器の使用状況

12

一般国民における録音行為・録画行為や音楽聴取・動画視聴の実態 ②

◆一般国民において、過去1年以内でテレビ番組の録画に
用いた機器の使用状況について、録画専用の機器（Blu-
rayディスクレコーダー、DVDレコーダー、HDDレコー
ダー等）と多機能機器（スマートフォン端末、タブレッ
ト端末、PC、録画機能付きテレビ、STB（セットトップ
ボックス）等）の両方を使用したと答えた人が381人
（23.8%）で、録画専用の機器のみを使用したと答えた
人が447人（27.9%）で、多機能機器のみを使用したと答
えた人が57人（3.6%）で、テレビ番組の録画を行ってい
ないと答えた人が715人（44.7%）いた。

①テレビ番組の録画に用いる機器の使用状況

◆一般国民において、過去1年以内でテレビ番組の録画の
保存に用いた記録媒体の使用状況について、 Blu-rayディ
スクやDVDと、その他の記録媒体（外付けHDD/SDD等、USB
メモリ、SDメモリーカード、機器内蔵メモリ、オンライン
ストレージ等）の両方を使用したと答えた人が231人
（14.4%）で、Blu-rayディスクやDVDのみを使用したと答
えた人が278人（17.4%）で、その他の記録媒体のみを使用
したと答えた人が110人（6.9%）で、テレビ番組の録画の
保存を行っていないと答えた人が981人（61.3%）いた。

②テレビ番組の録画の保存に用いる記録媒体の使用状況

録画専用の
機器を使用

多機能機器
を使用

447 381 57 テレビ番組の録画
を行っていない

715人

Blu-rayディスク
やDVDを使用

外付けHDD/SDD等
を使用

231278 110
テレビ番組の録画
の保存を行っていない

981人

全体（n=1,600）

全体（n=1,600）



一般国民における音楽聴取方法
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一般国民における録音行為・録画行為や音楽聴取・動画視聴の実態 ③

◆過去1年以内に私生活において1回でも行った音楽聴取方法について、一般国民においては、「無料インターネット
動画投稿・配信サイト・アプリ（YouTube、ニコニコ動画、TikTok等）を利用して聴いた」(829人)が最も多かった。
この音楽聴取方法の中では、「ほぼ毎日」(203人)が最も多かった。

①音楽CD（自分で購入したものだけでなく、レンタルショップや家族・友人から借りたものも含む）そのものを再生して聴いた
②ライブビデオやプロモーションビデオ等をDVDやBlu-Rayディスクから視聴した
③音楽CDからPC・スマートフォン・オーディオプレーヤー等にコピーした楽曲を聴いた
④ダウンロード型有料音楽配信サービスから楽曲を自分のデジタル機器にダウンロードして聴いた
⑤定額制音楽配信サービス（Amazon Music Prime、Spotify、LINE MUSIC等）を利用して聴いた
⑥無料インターネット動画投稿・配信サイト・アプリ（YouTube、ニコニコ動画、TikTok等）を利用して聴いた
⑦テレビから聴いた
⑧ラジオから聴いた

合計（n=1,600） 複数選択可能

（人）

41

6

64

26

162

203

103

93

23

9

35

25

60

89

61

60

35

11

39

15

62

146

139

87

48

15

38

24

42

131

179

98

51

26

34

22

39

93

110

56

45

36

18

8

21

69

58

15

81

29

23

24

13

56

59

27

75

27

24

7

11

21

27

23

50

22

20

22

14

21

11

9

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

ほぼ毎日 1週間に4～5回 1週間に2～3回 1週間に1回 1ヶ月に2～3回 1ヶ月に1回 2～3ヵ月に1回 半年に1回 過去1年以内で1回だけ

計449人

計181人

計295人

計173人

計424人

計829人

計747人

計468人



一般国民における動画視聴方法

14

一般国民における録音行為・録画行為や音楽聴取・動画視聴の実態 ④

◆過去1年以内に私生活において1回でも行った動画視聴方法について、一般国民においては、「地上波デジタル放送
でNHKや民法のテレビ番組を視聴した」(1,142人)が最も多かった。この動画視聴方法の中では、「ほぼ毎日」(716
人)が最も多かった。

合計（n=1,600） 複数選択可能

（人）

①地上波デジタル放送でNHKや民放のテレビ番組を視聴した
②ワンセグでNHKや民放のテレビ番組を視聴した
③スカパーやWOWOW等の有料放送を視聴した
④動画DVD・Blu-Rayディスク（自分で購入したものだけでなく、レンタルショップや家族・友人から借りたものも含む）そのものを再生して視聴した
⑤テレビ番組を録画して視聴した
⑥ダウンロード型有料動画配信サービスから動画を自分のデジタル機器にダウンロードして視聴した
⑦Amazon プライム・ビデオ、ネットフリックス、Hulu等の有料ストリーミングサービスを利用して視聴した
⑧TVer等の無料ストリーミングサービスを利用して視聴した
⑨無料インターネット動画投稿・配信サイト・アプリ（YouTube、ニコニコ動画、TikTok等）を利用して視聴した

716

15

36

10

220

8

90

53

305

104

8

19

7

104

1

74

59

89

109

18

37

13

166

7

108

75

117

89

9

25

20

103

4

84

106

69

36

19

20

31

46

6

55

59

56

29

12

11

41

29

7

37

39

38

31

18

8

52

31

5

27

42

27

13

10

6

34

27

4

22

26

13

15

5

5

20

11

5

4

5

7

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

ほぼ毎日 1週間に4～5回 1週間に2～3回 1週間に1回 1ヶ月に2～3回 1ヶ月に1回 2～3ヵ月に1回 半年に1回 過去1年以内で1回だけ

計1,142人

計114人

計167人

計228人

計737人

計47人

計501人

計464人

計721人



私的録音録画行為の補償に対する一般的な認識（１：私的録音行為）
私的録音録画補償金制度 ①［一般国民］
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◆私的な音楽等の録音行為の補償に関して、補償の必要性や、対象機器の範囲、補償金と制限との関係の一般的な認
識は下記の通りで、加えて著作権に対する重要性の認識別の比較を行った。著作権に対する重要性を認識している
場合、補償の必要性をより認識しており、また補償の対象機器の範囲を広げることに肯定的で、さらに私的録音行
為に対する制限を受けることよりも補償金を支払うことを選択していることが分かった。

私的な音楽等の録音行為に
ついて、著作権者等への補
償の必要性の認識

■補償は必要だと思う
■補償は必要だと思わない
■どちらともいえない

37.3%

23.3%

39.5%

9.4%

29.0%

28.3%

33.4%

私的な音楽等の録音行為に
ついて、補償の対象機器の
範囲の認識

■対象を頻繁に広げるのが望ま
しい

■対象範囲を慎重に広げるのが
望ましい

■対象範囲を広げてほしくない
■どちらともいえない

私的な音楽等の録音行為に
ついて、補償金と制限との
関係に対する認識

■私的な録音行為が制限された
としても、デジタル機器等の
購入時に補償金を支払わない
方がよい

■私的な録音行為が制限されな
いままで、デジタル機器等の
購入時に補償金を支払う方が
よい

■どちらともいえない

23.1%

28.1%

48.8%

（著作権は）
とても重要だと思う

（n=909）

（著作権は）
全く重要ではないと
思う （n=16）

（著作権は）
やや重要だと思う

（n=535）

（著作権は）
あまり重要ではない
と思う （n=19）

どちらともいえない
（n=121）

著作権に対する重要性の認識

回答者全体
（一般国民）

（n=1,600）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

43.8%

23.1%

33.1%
35.5%

22.6%

41.9%

6.6%

23.1%

70.2%

0.0%

52.6%
47.4%

0.0%
18.8%

81.3%

10.6%

33.7%

27.2%

28.6%
8.8%

27.7%

29.2%

34.4%

2.5% 6.6%

32.2%
58.7%

10.5%

10.5%

36.8%

42.1%

12.5%

0.0%

18.8%

68.8%

25.2%

30.9%

43.9%

21.9%

28.2%

49.9%

14.0%

9.9%

76.0%

15.8%

26.3%57.9%

18.8%

6.3%

75.0%



私的録音録画行為の補償に対する一般的な認識（２：私的録画行為）
私的録音録画補償金制度 ①［一般国民］
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◆私的なテレビ番組の録画行為の補償に関して、補償の必要性や、対象機器の範囲、補償金と制限との関係の一般的
な認識は下記の通りで、加えて著作権に対する重要性の認識別の比較を行った。著作権に対する重要性を認識して
いる場合、補償の必要性をより認識しており、また補償の対象機器の範囲を広げることに肯定的で、さらに私的録
画行為に対する制限を受けることよりも補償金を支払うことを選択していることが分かった。

私的なテレビ番組の録画行
為について、著作権者等へ
の補償の必要性の認識

■補償は必要だと思う
■補償は必要だと思わない
■どちらともいえない

29.9%

31.4%

38.7%

6.8%

26.3%

29.3%

37.6%

私的なテレビ番組の録画行
為について、補償の対象機
器の範囲の認識

■対象を頻繁に広げるのが望ま
しい

■対象範囲を慎重に広げるのが
望ましい

■対象範囲を広げてほしくない
■どちらともいえない

私的なテレビ番組の録画行
為について、補償金と制限
との関係に対する認識

■私的な録画行為が制限された
としても、デジタル機器等の
購入時に補償金を支払わない
方がよい

■私的な録画行為が制限されな
いままで、デジタル機器等の
購入時に補償金を支払う方が
よい

■どちらともいえない

24.6%

26.7%

48.8%

（著作権は）
とても重要だと思う

（n=909）

（著作権は）
全く重要ではないと
思う （n=16）

（著作権は）
やや重要だと思う

（n=535）

（著作権は）
あまり重要ではない
と思う （n=19）

どちらともいえない
（n=121）

著作権に対する重要性の認識

回答者全体
（一般国民）

（n=1,600）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

35.3%

30.8%

33.9% 28.6%

32.1%

39.3%

4.1%

28.1%

67.8%

0.0%

52.6%
47.4%

0.0%

37.5%

62.5%

7.8%

30.8%

30.0%

31.4%

6.4%

24.1%

29.0%

40.6%

1.7% 5.8%

24.0%

68.6%

10.5%

21.1%

31.6%

36.8%

0.0% 6.3%

31.3%

62.5%

26.5%

29.8%

43.7%

24.7%

25.2%

50.1%

13.2%

9.9%

76.9%

10.5%

31.6%

57.9%

12.5%

18.8%

68.8%



一般国民におけるダビング10の認知と私的録画行為の補償に対する認識との相関性

私的録音録画補償金制度 ② [一般国民] 

◆一般国民向けアンケート調査において、回答者全体では「ダビング10を知らない」(63.4%)と答えた方が多かった。
この設問の回答に基づいて、私的録画行為における補償の必要性や、補償の対象機器の範囲、補償金と制限の関係
の認識を尋ねた設問の回答を比較した。

■対象を頻繁に広げるのが望ましい ■対象範囲を慎重に広げるのが望ましい
■対象範囲を広げてほしくない ■どちらともいえない

■私的な録画行為が制限されたとしても、デジタル機器等の購入時に補償金を支払わない方がよい
■私的な録画行為が制限されないままで、デジタル機器等の購入時に補償金を支払う方がよい
■どちらともいえない

ダビング10を知っている (n=586) ダビング10を知らない (n=1,014)

12.1%

34.0%

34.0%

20.0%

34.0%

32.8%

33.3%

3.7%

21.9%

26.5%

47.8%

19.1%

23.2%
57.7%

◆私的録画行為における補償の対象機器の範囲の
認識に関して、 ダビング10を知っている回答者
の場合、「対象を頻繫に・慎重に広げるのが望
ましい」が「対象範囲を広げてほしくない」を
上回った。ダビング10を知らない回答者の場合
には下回った。

◆私的録画行為における補償金と制限の関係の認
識に関して、ダビング10を知っている回答者の
場合、補償金を支払うことよりも制限を受ける
ことを選択する回答者が多かった。ダビング10
を知らない回答者の場合には、制限を受けるこ
とよりも補償金を支払うことを選択する回答者
が多かった。

◆私的録画行為における補償の必要性の認識に関
して、 ダビング10を知っている回答者の場合、
「補償が必要だと思う」が「補償が必要だと思
わない」を上回った。ダビング10を知らない回
答者の場合には下回った。

■補償は必要だと思う ■補償は必要だと思わない ■どちらともいえない

38.1%

34.6%

27.3% 25.2%

29.5%

45.3%

17



一般国民における私的録画行為の目的と補償に対する認識との相関性

私的録音録画補償金制度 ③ [一般国民] 

18

◆一般国民向けアンケート調査において、テレビ番組の録画に関連する行為（録画理由、録画後の行為）に関して尋
ねた設問の回答に基づいて、私的録画行為における著作者等への補償の必要性の認識を尋ねた設問の回答を比較し
た。 （すぐ削除する人を含む）タイムシフト目的か保存目的であるかによって、補償に対する認識の差はあまり生
じていないことが分かった。

テレビ番組の録画理由（複数選択可能） （n=921）

リアルタイムで見られないから
録画データをスマートフォン等

に移動させて、どこでも
視聴できるようにしたいから

保存版として
何度も見返したいから

コマーシャルを飛ばしたいから

その他の理由
・倍速で見たいため、

・追いかけ再生で見たいからため
・聞き返すため 等

774人 62人 311人 284人 12人

テレビ番組録画後の行為 （n=921）

一度視聴したらすぐ削除する
レコーダー等録画に用いた機器の
自動削除機能で一定期間後に

削除されている

レコーダー等録画に用いた
機器内で上書きされないように

ロックをかけている

レコーダー等録画に用いた機器から
別の機器や記録媒体へ録画データ
をコピー/ダビング/保存している

特に何もしていない。
録画に用いた機器に
ずっと残っている

623人 61人 45人 68人 124人

32.6%
51.6%

38.3% 32.7% 33.3%34.6% 40.3% 33.4% 34.2%
50.0%

32.8%

8.1%
28.3% 33.1%

16.7%

■補償は必要だと思う ■補償は必要だと思わない ■どちらともいえない

29.4%
42.6%

31.1%
42.6%

33.9%34.8% 37.7%
48.9%

33.8% 30.6%35.8%
19.7% 20.0% 23.5%

35.5%

■補償は必要だと思う ■補償は必要だと思わない ■どちらともいえない



権利者の私的録音録画行為の補償に対する認識

私的録音録画補償金制度 ④ [権利者] 

19

①私的な音楽等の録音行為について、著作権者等への補償の必要性の認識

■補償は必要だと思う
■補償は必要だと思わない
■どちらともいえない

56.3%
20.2%

23.5%

②私的な音楽等の録音行為について、著作権者等への補償の対象機器の範囲の認識

33.2%

41.1%

7.9%

17.7%

■対象を頻繁に広げるのが望ましい
■対象範囲を慎重に広げるのが望ましい
■対象範囲を広げてほしくない
■どちらともいえない

③私的な音楽等の録音行為について、補償金と制限との関係に対する認識

■私的な録音行為が制限されたとしても、デジタル機器等
の購入時に補償金を支払わない方がよい

■私的な録音行為が制限されないままで、デジタル機器等
の購入時に補償金を支払う方がよい

32.4%

67.6%

①私的なテレビ番組の録画行為について、著作権者等への補償の必要性の認識

②私的なテレビ番組の録画行為について、著作権者等への補償の対象機器の範囲の認識

26.0%

45.9%

8.8%

19.3%

■対象を頻繁に広げるのが望ましい
■対象範囲を慎重に広げるのが望ましい
■対象範囲を広げてほしくない
■どちらともいえない

③私的なテレビ番組の録画行為について、補償金と制限との関係に対する認識

■私的な録画行為が制限されたとしても、デジタル機器等
の購入時に補償金を支払わない方がよい

■私的な録画行為が制限されないままで、デジタル機器等
の購入時に補償金を支払う方がよい

■どちらともいえない

27.6%

32.0%

40.3%

音楽の権利者 (n=919) ⇒ 私的録音行為の補償に対する認識（回答者の詳細についてはp.4と同じ） 映像の権利者 (n=181) ⇒ 私的録画行為の補償に対する認識

◆私的な音楽等の録音行為の補償、及び私的なテレビ番組の録画行為の補償に関して、アンケート調査結果から得られた①必要性、②対
象範囲、③補償金と制限との関係への権利者による認識は下記の通りで、権利者の過半数以上が補償の必要性を認識していた。また、
権利者の過半数以上が対象範囲を広げるのが望ましいと考えており、対象範囲を頻繁に広げるのが望ましいと考える人が一般国民に比
べ多いことが分かった。さらに、制限を受けることと補償金を支払うこととをどちらを選択するかに関して、私的録音行為に関しては
補償金を支払うことを選択する権利者の割合が高く、私的録画行為に関しては制限を受けることと補償金を支払うこととの間に大きな
差がないことが分かった。

■補償は必要だと思う
■補償は必要だと思わない
■どちらともいえない

54.7%

22.1%

23.2%

「映像の権利者へのアンケート調査」に協力いただいた回答者について（下右図「映像の権利者」のアンケート調査の回答者）

回答内容（複数回答あり）

回答者数：181人
俳優（96人） 脚本家（66人） 声優（23人） 放送作家、構成作家（5人） 歌手、演奏者等（5人） 人形操演、人形劇等（4人）

ダンサー、舞踊家等（3人） 演出、演出家（3人） 演芸（2人） アナウンサー（2人） モデル（2人） 等
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